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0.988、RMSEA は 0.051 であり、いずれもモデルの適合
図表 2：モデル 図表 1：実証結果
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図表１：実証結果 図表２：モデル
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解析を行うには、サンプル数が小さいため、本報告では、
2013年から2016年に行った過去４か年のデータをプールし
て分析する
４
。調査対象企業数（回答企業数）は、2013年
2031社（93社）、2014年2025社（105社）、2015年1983社
（110社）、2016年2059社（99社）で、合計8098社（407社）
である。分析に当たり、調査時点での環境要因の相違が回
答に及ぼす影響を考慮するため、年次を変数として追加し
て各変数間の関係を２元配置の分散分析により分析したと
ころ、いずれの変数間の関係においても、年次は有意とは
ならず、年次の影響は無視できることが分かった
５
。また、
４年間の調査において、２回回答している企業は53社、３
回15社、４回６社であった。重複して回答している企業に
ついても、それぞれの時点での回答であることから、異な
るサンプルとして取扱っている。パス解析の分析は、IBM
社の AMOS を利用した。欠損値のあるケースについて
は、AMOS の欠損地処理に基づきサンプルとして取扱っ
ている。
　分析の結果は図表１のとおりである。なお、被説明変数
に付加される誤差変数の記載は省略している。モデルの推
定結果に対するχ二乗検定有意確率は、0.054であり、有
意水準５％では有意とはならず、モデルが現実とかけ離れ
ているとは言えないことを示している。CFI は0.988、
RMSEA は0.051であり、いずれもモデルの適合度は一定
程度あるものと考えられる。また、推定された変数間の因
果係数の値は、標準化係数で示しているが、標準化係数の
場合、絶対値で最大１であることから、コンセプト創造ま
では因果関係も強いことが分かる。また因果係数につい
て、係数値＝０を帰無仮説とする検定を行ったところ、す
べての係数について有意水準５％で有意となった。
６ ．考　察
　実証結果を見ると、想定したとおりに、経営理念の明確
化→事業目的の明確化→将来構想構築→コンセプト創造と
いう道筋の妥当性が示された。少なくともコンセプト創造
という観点からは、経営者が自らの哲学と企業文化を考慮
した経営理念を打ち立てることが起点になっていることが
分かる。時代を画する製品やサービスを生み出してきた日
本企業の当時の経営者において、明確な経営理念を持ち、
自社の事業目的や将来構想を打ち出していることは、事例
においても明らかである。そして、アップルやアマゾン、
グーグルといった米国企業においても、強烈な個性を持っ
た経営者が新奇な製品コンセプトを創造しており、日本企
業に限らず、理念・目的・構想・コンセプトという道筋
は、あてはまるように思われる。ただし、製品コンセプト
の創造から新製品比率への因果係数の値は、有意差がある
ものの必ずしも大きくはなく、そこにはコンセプトに依ら
ない影響源のあることも示唆されている。
７ ．おわりに
　本報告では、日本企業におけるプロダクトイノベーショ
ンの創出に対する経営者の主体的な関与の在り方を、事例
に基づく分析から導き出し、これを実証的に分析してき
た。日本企業においては、経営者が自らの哲学と企業文化
を考慮した経営理念を明確化し、理念に基づく自社の事業
目的の確立と将来構想の構築を図ることで、経営者の製品
コンセプト創造が促進されることが分かった。こうした関
与の在り方は、日本企業のみならず一般化し得るものであ
ることも指摘された。製品コンセプトの創造以外に、新製
品比率を向上させる要因が存在することも想定されるが、
どういった要因が存在するのかについては、今後の研究課
題としたい。また、４年間の異なるアンケート調査データ
をプールして分析することいついては、慎重な検討を要す
るが、これについても今後の課題としたい。
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註
１）	本報告では、欲求をウォンツに対応する用語として、
要求をニーズに対応する用語として扱う。
２）	本報告では、製品という用語において、物財のみでは
なくサービスも包含している。
91トップマネジメントの コンセプト構築とその背景
３）	プロセスイノベーションに該当するが、複数用途の体
系において革新が生じている範囲で、プロダクトイノ
ベーションと同様に取り扱う。
４）	過去４回の調査では、同一の質問を設定している。各
設問は以下のとおりであり、それぞれ６点尺度で聞いて
いる。
（経営理念の明確化）
「貴社のトップマネジメントは企業経営や研究開発活動
に関わる重要な価値を明示したステートメントである理
念を社内外に表明していますか。」、選択肢１「全く表明
していない」、選択肢６「詳細に表明している」
（事業目的の明確化）
「貴社のトップマネジメントは事業活動や研究開発活動
によって何を実現しようとするのかを表した事業目的・
研究開発目的を社内外に表明していますか。」、選択肢１
「全く表明していない」、選択肢６「詳細に表明してい
る」
（将来構想の構築）
「貴社のトップマネジメントは将来（例えば10年先の）
事業の構想を自ら構築し表明していますか。」、選択肢１
「全く表明していない」、選択肢６「将来事業を個別に、
明確に特定し、表明している」
（コンセプト創造）
「貴社のトップマネジメントは従来にないユニークな製
品・サービスで新たな市場を切り拓く製品・サービスコ
ンセプトを構築していますか。」、選択肢１「新しい市場
創造につながるようなコンセプトは全く構築していな
い」、選択肢６「市場を創造するようなコンセプトを非
常に積極的に構築している」
（新製品比率）
「Ⅸ－５	 貴社が過去５年間に開発した新製品・サービ
スの現在の売上高は、貴社の全売上高のどの程度の割合
を占めていますか。」、選択肢１「10％未満」、選択肢６
「30％以上」、５％刻み。
５）	例えば、事業目的の明確化に対する経営理念の明確化
の影響を検討する際に、年次を変数として２元配置分散
分析を行った。要因である経営理念の有意差を５％有意
水準で確認すると共に、年次、及び経営理念の明確化と
年次の交互作用について有意差を確認できなかった。他
の変数についても同様に分析を行い、同様な結果を得
た。
